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議案掲載箇所の表示について

未来のまちづくり戦略と基本政策 (36施策)の議案に掲載している箇所は、下図の黒い丸の線

(・・・・)で固まれた部分になります。なお、行財政運営については、基本政策と同様になります。

基本政策(例:施策 1) 

pzhuLtZ3Lt:・・・・・・:

• • • • • • • • • • • • • • • • •• 
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W 基本政策
t •••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• .訟 E

公共施設の保全・更新• • • • 
:.施策の目標・方向性

• ・・公共施設をとれまで以上に効率的・効果的に保全・更新していきます。• ・・公共施設の点検を充実・強化、修繕や改接響の着実な実施、施設情報の電子データ化や、既•••• 
存の手法にとらわれない新たな維持管理手法の検討等により、申農期的な視点iζ立った総合

的な保全・更新の取組をより一層推進します。

•••• 
-: ・特に、公共建築物については、必要なサービスを持続的かつ効率的に提供していくために、将 ? 
ー 来の建て替え等吉見据えて、保全や再編整備等の公共建築物マネ予メシトの取組を進めます。 ー

'・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
個別施設ごとの「保全・更新計画Jを核として

①点検・診断
②評価

③修緒・補修・更新
④記録・情報管理

を繰り返す、保全・更新のサイクルを構築します。

-E罵富田詩型明冨置司彊耳居間胃窃富男-

a-----------.....................................・・・・・・.
+現状と課題 ・

• 
-膨大な量の公共施設を保有し、人口急増期に集中的に整備してきた施設の老朽化が進行して

います。

-離しい財政状況の中、効率的・効果的な公共施設の保全・更新が必要です。

••••••••• 

-国レベルの取組が本格的に始動しています。 uインフラ長寿命化基本計醤」の決定{平成 25年 11月))

，社会状況等による市民ニーズの変化!こち対応していくために、総合的なマネヲメシトが畠要 • • 2 となっています。 .-....................................................... 
・都市イシフラの保有数:約 6，500施置

・公園:約 2，600施設 ・道路橋:約 1，700施設 ・歩道橋:約 330施設

・トンネル、地下道:約 90施設 ・岸壁、護岸等:約 260施設 など

(道路:約 7，600k m 、河川1:約 86km、水道:約 9，100k m、下水道:約 11，800k m ) 
・公共建築物の保有数:2，552施設

-市民利用施設:約 450施設 ・学校施設:約 510施設 ・市首住宅:約 110施 設 な ど

全公共建築物 うぢ約 1/4を占め-i5築40年以上の公共建築物
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N 基本政策

令指標一切
指標

目標値
(29年度末)

1 I 主要な公共施設の
保全・更新計画の策定・推進

策定・推進

戦前に布設され老朽化が著しい I 93% (25年度) I 
下水道管の再整備率

100% 

者が利用する

特定建築物の耐震化率
98% (25年度) 100% 

φ主な取組(事業)
欝襲

一施苧竺似合里平時停宇J時 Pn管し…告所管局
国の「インフラ長寿命化基本計画jを踏まえ、保全・更新の全庁的な取組として、「公共施設(都市インフラ及び公

共建築物)の管理lこ関する基本方針Jを策定するとともに、優先度を踏まえた施設ごとの「保全・更新計画Jの策定を

推進します。

①「公共施設の管理に関する基本方針Jの策定(26年度)

②主要な公共施設の「保全・更新計画Jの策定(29年度)

:【直近の現状値】25年度:①-②策定中

主な取組

3の内数

施設の劣化状況や健全度を正確に把握し、事故やトラブルを未然に防ぐために、予防保全に向けた定期点検や

詳細点検を実施します。

市民利用施設、学校施設、市営住宅、ごみ処理施設、公園、道路、河川、

水道施設、下水道施設、港湾施設等の点検の充実など
【直近の現状値】25年度:定期点検等の実施

主な取組

3の内数

保全・更新計画により、トータjレコストの縮減や予算の平準化を図るとともに、国の財政的支援の積極的な活用や

民間資金の活用等により財源の確保に努め、保全工事や都市インフラの更新工事を実施します。

市民利用施設、学校施設、市営住宅、ごみ処理施設、公園、道路、河川、

水道施設、下水道施設、港湾施設等の長寿命化対策工事の推進など j白百与rj2，480億円※

【直近の現状値】26年度一般会計予算:約 560億円

下水道施設等、地方公営企業法が適用される事業で管理する施設は、公嘗企業会計により着実な保全・更新ヱ事を

点検や修繕履歴等の施設情報の電子データ化や新技術の活用を図るとともに、現場での点検作業・修繕等に携

わる人材の確保・育成及び技術力の向上等、中長期的な視点に立った取組を進めます。

①道路・河川・下水道・港湾施設の点検・修繕雇歴等の電子データ化

②保全・更新に関する専門職員育成(研修の実施など)

【直近の現状値】25年度:①一②技術研修の実施

【新規】公共建築物マネ歩メシトの取組

主な取組

3の内数

「公共建築物マネジメントの考え方Jを市民と広く共有し、将来の建て替え等も見据えて、保全や施設再編等の取

組を進めます。

①公共建築物マネジメントの考え方の推進

想定 j②効率的な建て替え等を見据えた調査・研究、建て替えの進め方の整理など
事業量;【直近の現状値】

0.4億円

①「公共建築物マネジメントの考え方」公表(26年6月)②一(25年度)
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V 行財政運営

日 時 • 徹底した事務事業の見直し • • • -:φ目標

: ・不断に事務事業を見直し、徹底した市役所内部経費の削減や、事務の効率化・適正化に取り : 
• 

• • • 

組むことで、隈られた経曽資源の中で志、市民の信頼に応えながら必要な施策を推進してい : 

ます。 : 

• • • 
• 
• 
:+現状と課題

••••••• 

• 
: ・厳しい財政状況の中では、政策の選択と集中を進めたうえで、職員一人ひとりが聞こコスト ・

-: 意識を持って、時代の変化を踏まえた事業手法曹の見置しに取り組むことが必要です。 . 
• • • 
• •••• 

: 聞これまで民曽化・委託化等の取組により、市役所内部経費の徹底した削減に取り組み、人口

: あたりの職員数は指定都市最少(平成 25年度)となりました。今後志必要な施策を進める•••••••• • 
ため!こ{乱経費資源を現場!こ集中投入しつつ、スクラップ・ア〉ド・ピルドの考え方を基本 ・
に、簡素で効率的な執行体制を構築することなどにより、職員人件費を抑制する必要があり

• • 
ます。

••••• 
: 測市民の信頼に阪、市政の温目、つ公正な践を行うためには、職員一人ひとりがコンブラ ・

-: イアシスに対する意識を常に高く持ち、組織としてもコシプライアシスを重視する風土の醸 ・
-成を進めるなど、事務の適正・適切な執行に取り組む必要があります" . • • • •• • • -:+取組の方向 ・-・進捗状況や財政状況を踏まえた政策の選択と集中を進めます。そのうえで、職員一人ひとり : 

が市民の回線fe:立って事業を実施し、例外を設けずIe:絶えず時代の変化を描まえなが6、事 : 

業の有効性や効率性等iζついて検証し‘不断ゆ見直し(e:取り組みます。
•••• 

-必要な政策を推進するための体制を整備する一方、庁内の内部管理業務をはじめとした事務

について、仕事そのちのを見誼すととちに、職員が担うべき役割を整理し、集中化や委託化. 、
による効率化を進めるなど、スクラップ，アンド・ピルドによる簡素で効率的な執行体制を

構築します。

-各職場で議論しやすい職場環境づ、くりを進め、職員一人ひとりがコシブライアンスを自らの

こととして意識したうえで、事件・事故や事務処理ミスのリスクを把握し、業務の改善・見

直しを進めます。特に翼任職は、職員と積極的に意思醸過を周り、各職場の業務や職員構成

等に応じた研修・指導を行います。

• ••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 
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V 行財政運営

什旨標

直近の現状値 所管

縫機

4 

必要性、妥当性、有効性、効率性、類似性の5つの視点から、例外を設けることなく厳しく評価し、事務費等の徹

底した節減はもとより、民営化・委託化など効率的な手法を検討します。

直近の!I 26年度:事業見直し効果額 108億円、事業見直し件数 1，090件現状値 l

庁内の複数の部署で共通して行っている庶務、労務、経理業務や高度な判断を伴わない事務処理業務等につい

て、職員が担うべき役割を整理し委託化や集約化等による効率化を進めるとともに、仕事そのものを見直し、優先順

位を明確にしたうえで、業務量の削減に取り組みます。

直近の I 25年度:マイナンバー制度の導入を見据えた業務の集約等、複数部署の共通事務のさらな
現状値; 取組、戸籍関係証明書等郵送業務集中化

重点政策を強力に推進するための体制整備に向け、内部管理部門を見直すなど、スクラップ・アンド・ビルドの考え

方を基本とし、フルタイム勤務となる再任用職員も含め、簡素で効率的な執行体制を構築します。

また、人事給与制度については、これまでも人事委員会勧告に基づき見直しを行ってきましたが、時代に即した制

度となるよう検討を行い、国の動向を踏まえつつ順次見直しを実施します。

直近の j I 26年度:職員定数 28，410人、一般会計人件費予算額 2，038億円現状値 1

職員一人ひとりがコンブライアンスに対する意識を常に高く持ち、組織としてもコンブライアンスを重視する風土の醸

成を進めるための研修を体系的、計画的に実施します。

また、経理事務について自己点検を繰り返し行い、事務の改善と適正の維持に取り組むとともに、モニタリング調査

の実施により、取組の実効性を検証し、浸透・定着を図ります。

直近の

現状値
年度:コンブライアンスに関する研修、経理事務の自己点検及びモニタリング調査の実施

6 (冊子 129)



V 行財政運営

-ー おもてなしの行政サービスの充実とコーディネート型行政の推進 : 
行政運営5 :-~-:..:_ 

目 d 語 (1)市民の視朝E薫った行政サービスの提供と地域との協働 : 

φ目標

•••• 
-誰ちが安心して住み続けられる地域社会を実現するために、市民の視点に立った行政サーピ : 

スを正確かつ親切・丁寧に提供しています。

. r協働による地域づくりJを進めるために、職員の育成を図るととちに、地域協働の総合支 : 

• • 

援拠点としての区役所の機能強化を進めています。
•••••• 

+現状と課題

-本市では、専門性を持つ局と地域ニーズを総合的に把擢する区が連携し、効率的な行政運営 : 

に取り組むごとで様々な成果を生み出してきました。今後古市としての一体性を保ちなが弘 : 

少子高齢化の進展や一人暮らし世帯の増加などによって多様化・纏雑化する地域課題にきめ : 

・ 細かに対応していくために、市民に身近な区役所の担うべき役割は大きくなっています。 : 
.......................~ 

・これまで福祉保健の分野を中心(こ、地域と共に取り・ 窓口サービス満足度• 組んできた「支援チームjに加え、平成 25年度か・ {全体的な印象}の推移
• (%) 

5全ての匿役所で「地産担当制Jを導入しています。・ ;合計 合計
• <nハ n I 94.4 96.6 

地域課題への対hc;は、様々な主体と行政、また、主・J.uu.uγ…………一…
• I ......園田 やや満足

体同士が協働して進める必要があるため、職員のコ・ 80.0 

• 
ーヂィネート力の向上を図るととちに、区局が連携・ 町 内

• ou.v 

して柔軟に取り組む姿勢を持つことが重要です。..凋n n 

・窓口サーピス満足度調査では、満足の割合が9割を・ 叩 U

• 
超えるなど、現場職員の様々な取組により窓口応対・ 20.0 

• 
の改善が図ちれています。市民との共感と信頼の開・ … 

• u.u 

係を深めるため、市民目線のサービスが一層求め8・ 23年度 24年度 25年度・ (資料:市民局)

れています。 %・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.
竃複数の区庁舎では、老朽化等への対応や、機能強化に伴う狭あい化が課題です。 : 

• 
・+取組の方向

••••• 
ー切れ目のない子どち・子育て支援や生活困窮者への怨括的な相談と就労支援など、身近な課 ・• 
題!と対して総合的な生活支援を区横所で行うととちに、地域が主体的に地域課題の解決に取

り組めるよう、区役所の機能強化を進めます。

a地域との協働を基本とした行政運営を推進するととちに、積極的に地域へ出向昔、市民の主

体性を尊重しなが8協働して課題解決に取り組むことができる職員の育成を進めます。

. .地域で課題解決I乙敢り組む人々の視点か6の住民参画機会の仕組みの検討を進めます。

: ・正確で親切・丁寧なおもてなしの行政ザービスのさ6なる充実に取り組んでいきます。また、

: 証明発行サーピスの見直しなどにより、便利で効率的なサービスを提供します。

: ・市民サーピスの拠点であり医災害対策本部にちなる区庁舎については、機能強化を踏まえ、

・ 利用しやすく、安全で、親しまれる区庁舎として必要な管理・保全・整備等を行います。• ••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 
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V 行財政運営

令指標

指標
自標値

(29年度末)
所

市民局

φ主な取組

子ども・子育て支援新制度等への対応やハローワークとの連携など、様々な生活課題に応え、誰もが安心して暮ら

すことができるように支援を行うとともに、地域支援業務の位置付けを明確にし、部署を超えて横断的かつ柔軟に地
域支援を行うための区役所の体制をつくります。

また、様々な地域課題の解決が図れる区役所を目指し、区に関係する予算の改善・充実を図るほか、特別自治
市創設も視野に入れながら、地域で課題解決に取り組む人々の視点からの住民参画機会の仕組みの検討などを進

めます。

直近の
現状値

25年度:地区担当制を全区で導入

る人材育成

「横浜市人材育成ビジョンJIこ基づき、積極的に地域へ出向き、現場の声に耳を傾け、地域や市民の視点から考

え、行動する職員の育成に向けた研修等を、関係区局が連携して実施します。

また、地区担当職員等が円滑に地域支援業務を行うためのガイドラインを作成します。

直近の!:丘二 I25年度:市民と協働して取り組む姿勢の重要性を横浜市人材育成ビジョンに明確化現状値j

マイナンバー制度の導入等を機に、身近で利用できるコンビニエンスストアにおける証明書発行サービスの導入の

検討など、証明発行サービスや窓口の効率化・利便性向上に取り組んでいきます。

また、窓口サービス向上の取組を引き続き進め、職員一人ひとりが市民目線で行動し、正確で親切・丁寧な、市

民にとって分かりゃすい窓口サービスを提供します。

直近の

現状値
25年度:身近で利用できる証明発行サービスの導入の検討

市民局

市民に親しまれるとともに、区役所の機能強化に対応し、区災害対策本部としての機能やバリアフリー、市民のプラ

イパシ一確保などに配慮した安全・安心な施設となるよう様々な手法で整備します。

直近の j I 25年度末:耐震基準を満たしている区庁舎 13区庁舎現状値 2

8 (冊子 139)
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選雲量戸唖日持層一両方面三Jj
.令現状と課題

・2・本市を取り巻く状況 a・
3 少子・高齢化等、人口動態が変化することで、今後行政ニーズや行政課題ち大きく変化を

・3 ていくことが想定されます。こうした時代の転換点にあることを踏まえ、財政運営につい

料 、施策の推進と財政の健全性の維持の両立の視点か8考えていく必要があります。

その際、『横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する条例(平成26年6月制定)J

の趣旨を踏まえ、財政運営を進めていく必要があります。 (155ペーラ:iW横浜市将来にわた

る責任ある財政運嘗の推進に関する条例』とはJ参照)

また、今後、国において消費税率のさ告なる引き上げ (10%)や、 26年に創設された地

方法人税、これ告に伴う地方交付税の動向など、地方税財政制度の変化が見込まれます。
• 

• 

-本市の財政構造①(歳入・歳出の概況)

市税収入に占める個人市民税、固定資産税、都市計画税の割合が高く、比較的景気の変動

に左右されにくい税収構造となっていますが、前計画期間中 (22年度から 25年度まで)の

市税収入はこの 10年聞におけるピークであった 7，200億円台 (19年度・ 20年度)には眉

かない 7，000億円台で推移しました。

一方で、歳出に占める固定的な経費である人件費・扶助費・公債費は、年々増加しており、

16年度の 6，317億円 (46.0%)が、 25年度には 1，032億円増(1.2ポイン卜増)の 7，349
億円 (47.2%)となる※など、財政の硬直性が高まり、厳しい財政状況が続いています。

※総務省の定める、普通会計ベースによるロ

• 

• 
.抑制糊州問問的叫燃側揃w，:;:;:;7ff，.&?糊網棚融問楠醐問品問機《成品川榊問糊叩判明版協叫蛾~ß抑制創刊抑制措繍轍脚蜘守市側判例繍醐腕州総榔料融機恥品切明糊蜘米側徽叩叩........................................................-

(冊子 142)

-本市の財政構造②(資産や負債の概況)

本市の借入金である市債残高等は、高度成長期における人口急増等ヘ対応するため、学校・

道路・公園・下水道などの都市インフラの整備を進めてきた結果、急速に膨らみました。

これに対し、 16年度か5は『中期財政ピラヨシ』に基づき、一般会計が対応する借入金残

高 (147ペ一歩:m一般会計が対応する借入金残高の縮減』の取組と、今後に向けて』参照)

を着実に縮減してきました。前計画期間中においてち、借入金残高を3兆 4，000億円以下と

する目標を掲げ、 25年度末には3兆 3，382億円まで縮減しました。

また、本市が保有する土地・建物の『資産たな卸し』を段階的に実施し、来利用地等の売

却を進めました。

••••••••••••••••••••••••• 
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-・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.
令方向性

••••• 
-将来世代に過度な負担を先送りしない、中期的な視点からの計画的な市債活用などにより、

施策を推進するととちに、一般会計が対応する借入金残高の縮減や、行政コストの縮減に取

り組み、財政の健全性を維持します。

-さらなる未収債権の回収や収納率の向上に取り組み、財政基盤を強化するととちに、公有財

産の戦略的な活用を進めます。また、分かりゃすい財政情報の提供を進めます。

••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 

-横浜の成長・発展に向けた投資を行いつつ、将来世代に過度な負担を先送りしないために、

一般会計・特別会計・企業会計の市債残高や、外郭団体の借入金のうち、一般会計が対応す

る借入金残高を確実に縮減します。

財政選曽2 市民=ーズに迅速かっ柔軟に対応する財政運富の推進

-厳しい財政状況の中にあってち計画を着実に推進していくため、職員一人ひとりがコスト意

識を持ぢ、経費の縮減・財源確保を徹底します。

-公共施設の維持・保全、更新など、将来の横浜に必要な公共事業等を進めながら、市内中小

企業の育成・活性化を図ります。

財政運営3
以比

・税務行政の一層適正な推進により、安定的な市税収入の確保を図ります。

-市民負担の公平性と財源確保の観点から、未収債権の収納率の一層の向上等により、未収債

権額(滞納額)のさらなる縮減を図ります。

-本市で保有する全ての土地・建物について経宮的視点に立って、資産の価値を最大限に引き

出せる活用策を決定するとともに、施設の多目的利用や複合化等の将来を見据えた取組を進

めます。一方、本市による利用の見込みのない土地等は売却・貸付等を積極的に進めます。

・市民利用施設について、効率的な運営や受益者負担の適正化を進めるととちに、時代に即し

た公有財産の管理の適正化を進めます。

財政運営5 分かりゃすい財政情報の提供

-予算や財政を身近に感じていただくため、分かりゃすい財政情報を市民や市場に提供すると

とちに、財務書類などを作成・公表し、財政状況を透明化します。

-中・長期的な財政見通しを作成・活用することで、中・長期的な視点を持った財政運営を進

めます。

10 (冊子 143)
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----

••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 
「計画的な市債活用』と「一般会計が対応する借入金残高の縮減J

令目標

横浜の成畏・発展に向けた投資を行いつつ、将来世代に過度な負担を先送りしないために、

一般会計・特別会計・企業会計の市債残高や、外郭団体の借入金のうち「一般会計が対応す

る借入金残高」が確実に減っています。 • 

.令現状と課題

• 
-財政の健全性の維持は、持続可能な市政運営を進めていくうえでの基本です。

量本市はこれまで、 f中期財政ピヲョンjの策定(平成 15年)や「横浜方式のプライマリーバ

ランスJの採用などを通じ、市債発行の抑制や、 f社会経済構勢の変花等!こより一般会計で

の負担が必要となった事業勺の計画的な対応を進め、一般会計が対応する借入金残高の縮

減に取り組んできました。

前計画期間中 (22年度から 25年度まで) Iこ掲げた、 25 年度末に 3~~4，000億円以下とす

る目標を達成しました。 (147ページ:rr一般会計が対応する借入金残高の縮減』の取組と、

今後に向けてj参照)

sこれからち、中期的な視点からの計画的な市憤活用や、 f社会経済情勢の変化等により一般

会計での負担が必要となった事業Jの対応を先送りすることなく的確に進めることにより、

借入金残高を踊減していくととちに、市民・市場からの信頼を確保しながち、施策を推進し

ていくことが求められています。 .・....................................................吋...
わ※料金収入や土地の売却収入等により収支を賄う性質の事業であるものの主役会経済情勢の変化等により、当初想定し)

| ていた需要の伸びや売却収入などが見込めず、事業資金の回収が圏難と判断し、 15年!こ公表した「中期財政ビジヨ | 
| ンj等において、市税等iこより負担を行うことを決めたもの。 I

• 

(一財)横浜市道路建設

事業団

-新規廃棄物処分場整備に伴う負担(護岸貫相当額 13年度末:約 900億

円)と収支不足(約 600億円)への対応(一般会計負担期間 16""-'42年

度、 25年度までの一般会計負担:約 310億円)

-上大岡西口地区再開発事業の収支不足(約 340億円)への対応(一般会

計負担期間: 16""-'28年度、 25年度までの一般会計負担:約 250億円)

・戸標駅西口第一地区再開発事業について、収支不足額に対し一般会計負

担を前提に推進を決定

. (一財)横浜市道路建設事業団の民間借入金等の債務 (14年度末:約 910
億円)の計画的処理(計画的処理期間:15""-'44年度、 25年度までの一

般会計負担:約 340億円※民間借入金等の元金返済額)

南本牧埋立事業

市街地再開発事業

・上大岡西口地区再開発
.戸塚駅西口第一地区再開発

•••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 
ーφ取組の方向 ・• • 
: ・施策の推進と財政の健全性の維持を両立するために、一般会計が対応する借入金残高を縮減 : 

: していきます。 : 

• • ••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••••• 
11 (冊子 144)
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令指標

直近の現状鐘
目標値

所管指標
(29年度末)

3 ~~ 3，382億円一般会計が対応する借入金残高の
3兆2，000億円以下 財政局1 縮減 (25年度)

令主な取組

財政局

.r地方公共団体の財政の健全化に関する法律Jtこ基づく実質公債費比率などの健全化判断比率の遵守はもとよ

り、借入金残高等の債務と償還財源の両面から残高を管理する「債務返済指数(147ページ参照)J等をもとに、

一般会計が対応する借入金残高を縮減しながら、計画的な市債活用を進めます。

なお、借入金残高のうち一般会計の市債残高については、円滑な市債償還と公債費負担(利子等)の抑制とい

う観点から、借換債の発行抑制による計画的な残高管理を進めます。

「※超長期(20 年債等)市場公募地方債の市場拡大時である 15 年度~20 年度に発行した多額の超長期債は、 10 年債と比べて減債 1 
| 基金への積立期聞が長期化します。そこで、この減債基金積立金を活用して 10年債の借換えを抑制することで市債償還の平準化 | 

L と利子負担の軽減を図ります。

-計画期聞における一般会計の市債は、債務返済指数等をもとに 6，000億円の範囲で活用します。このうち、計画

最終年度の 29年度は、横浜方式のプライマリーバランスが概ね均衡する 1，400億円程度を活用します。

(※29年度までの各年度の具体的な市債発行額!立、市税等の歳入や施策推進の状況などを踏まえ、毎年度の予算編成で決定します。)

①25年度2月補正予算及び
26年度当初予算:1，481億円

②27年度以降の発行額:
6，000億円-25年度2月補正予算及び

26年度の市債発行額

-一般会計が対応する借入金残高(3兆 2，000億円以下(再掲))

・債務返済指数(10年台を維持)

※主な数値等l立、横浜方式のプライマリーバランスも含め、毎年度、予算・決算時に公表します。

※計画公表後に地方税財政制度等の大幅な見直し等があった場合は、指数等を見直します。

直近の現状値
市債発行額:1，191億円(25年度当初予算)

※土地開発公社解散に係る第三セクタ一等改革推進債は除く。

12 (冊子 145)
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社会経済靖勢白変化等により一般会計での負担が必要と

なった事業への適切な対蕗

財政局、建築層、

都市整備局、

道路局、港湾局

-これまでの対応を踏まえながら、以下の通り、着実に対応していきます。

.34年度末に埋立を完了し、保有土地の売却を進めるとともに、その後の会

南本牧埋立事業 計の廃止に向けて、一般会計で計画的に負担します。(一般会計負担期
聞 :16~42 年度)

-上大岡西口地区再開発収支不足分(残りの一般会計負担額:約 90億

市街地再開発事業 円、一般会計負担期間 :16~28 年度)に加え、戸塚駅西口第一地区再
-上大岡西口地区再開発 開発の収支不足分(今後の一般会計負担額:約 40億円、一般会計負担

-戸塚駅西口第一地区再開発 期間:27年度から 30年度までの聞で実施)について、一般会計で計画的

に負担します。

(ー財)横浜市道路建設
. (一財)横浜市道路建設事業団の民間借入金等の債務について、処理期

聞の短縮(謬程度)に向けて、一般会計で計画的に負担します。(計画的
事業団 処理期間 :15~鱗総)

(公財)横浜市建築助成
-みなとみらい公共駐車場を本市へ移管することとし、その債務約 50億円に

ついて一般会計で計画的に負担します。
公社

直近の現状値

(一般会計負担期間 :27~32 年度)

26年度負担額:90億円(埋立事業)、 47億円(市街地再開発事業)、

40億円((一財)横浜市道路建設事業団)

r._._._._.ー.-.-._.-.同._._._._.ー._._._._.ー.--1 

・法律に基づく、財政健全化の枠組みについて

国において 19年に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律Jが定められたことに伴い、全

Iての自治体では毎年度の決算に基づく、実質公債費比率等の健全化判断比率を公表することとなっ 1 

1ています。

本市では、本計画の策定に合わせ、 26年度から 29年度までにおける健全化判断比率の推計値を・

1公表します。

I (なお、推計の前提は、 158"'160ペ一三;;における財政見通しと同じ考え方に基づいています。)

』 説明 29年度推計値

実質公債費比率
財政規模に対する 1年間で支払つ

15.4% 
担Ud.15"-'17%程度で

た借入金返済額などの割合 推移

一 一
将来負担比率

財政規模に対する将来市が支払う
198.7% 

概ね 190%"'200%程度で
借入金返済額などの割合 推移

実質赤字比率
財政規模に対する一般会計等の赤字

一の割合

連結実質赤字比率
財政規模に対する全会計の赤字の

割合
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本市では、これまで計画的な市債発行を行い、 15年度に約4兆円であった一般会計が対応する

借入金残高が、 25年度末には約 6，000億円減の約3兆4千億円以下となるなど、財政の健全性

の維持に向けた取組を進めてきました。今後ち、将来世代に過度な負担を先送りしないよう、着

実に借入金残高を縮減していく必要があります。

また、借入金残高の縮減と同時に、都市インフラの維持・更新や新たな基盤整備など、将来の

横浜を見据えた投資ち必要です。つまり、政策の課題にしつ力、りと向き合い、施策の推進と財政

の健全性の維持を両立していくことが必要です。

こうした中で、これからの市債の活用については、実質公債費比率など健全化判断比率の遵守

はちとより、借入金残高等と償還財源の関係を指数化した「債務返済指数Jち活用し、残高官理

の自標を持った市債活用を進める転換期にきています。

これまでの一般会計が対応する借入金残高の縮減の状況

(億円)

40，000 

39，0α3 
中期財政ビジョン策定 (H15)
から約 6.000億円の縮減

38，000 

37，000 

36，000 

35，000 

34，000 

33，000 

32，0∞ 
。

H15 日16 H17 H18 れ19 H2o H21 H22 H23 H24 討25

(資料:財政局)

「債務返済指数』について

債務返済指数とは「借入金残高等の債務Jに対し、「各年度の償還財源J(市税等の債務返済に充

当可能な財源で、人件費等の経常的な経費を引いたちの)を全て返済に充てた場合、どの程度の年

数で返済可能かを示す指数です。

「借入金残高等の債務Jと「各年度の償還財源Jの関係を、例えば、家計に置き換えると、「住

宅ローンJと「年収から生活費を除いた、返済にまわせるお金Jの関係に類似しています。

債務返済指数の計算式※ 1 (数値は、 25年度決算値)

i実質的な債務(一般会計等にかかる地方債現在高、公営企業債等繰入見込額、退職手当負担見込額等): 
一債務の返済に充当可能な歳入(財政調整基金、充当可能特定歳入等)

i経常一般財源等※Z ー経常経費充当一般財源等※3 +元利償還金

※1算定根拠.他都市比較が可能となるよう、全国統一的な会計基準(総務省による普通会計等)により算出

※2毎年度連続して経常的に収入される財源のうち、その使途が特定されず自由に使用が可能な収入(市税等〕

※3人件費、扶助費のように毎年度経常的に支出される経費に充当された一般財源

※4 国の健全化判断比率である実質公債費比率等と同様に、当該年度を含む3か年分の平均値を当該年度の値とします。
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V 行財政運営

:ii羽詰"21市民ニーズに迅速かつ柔軟に対応する財政運営の推進 : •••• 
標目A

マ••••••• • 
・厳しい財政状況の中にあって古計画を着実に躍していくため、職員一人ひとりがコスト意 : 

• 識を持ち、経費の縮減 ・ 財 源 確 保 が 徹 底 さ れ て い ま す。.

・公共施設の維持・保全、更新など、将来の横浜に必要な公共事業等を進めながら、市内中小 : 

- 企業の育成・活性化が図られています。 • 

司令現状と課題

-平成26年度の市税収入の見込みが過去 10年で3番目に高い伸び率となるなど、量気{こ明

るい兆しが見え始めましたが、閣による地域聞の税源の偏在是正に伴う法人市民税(法人税

割)の税率の引下げや、少子・高齢化に伴う社会保障経費の増加傾向など、本市財政は、引

•• • き続き厳しい状況が見込まれています。 • •• 

5，250億円 I5，520億円

※扶動費、義務約繰出金(盤民健康保険事業費会計、介護保検事業費会計、後期高齢者医療事業費会計〉

2・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・.2 ・これまで志、 f選択と集中jによる施策・事業の寵先度・緊急度の見謹めや、行政内部経費 ・
-を中心に徹底した経費縮減等に取り組み、中期的な財政見通しで見込まれる収支不足額を毎 ・• • • •••••••••• 

年度の予算編成の中で解消しながら、市民生活の向上と横浜経済の活性化に取り組んできま ・
• 

した。これから也、こうした取組を着実に図っていくことに加え、限られた財漉を効果的に ・
• 

活用するために志、前例にとらわれない、新たな事業手法の検討・導入に取り組んでいくこ ・
-とち必要です。 ・•••• 

. .東日本大震災からの本格的な複興需要が高まる中、景気回復の基調ち受け、工事を取り巻く
• ・環境は大きく変化しておむ、資材の高騰や技術者不定などの課題がありますが、市場環境の
• 

変化にスピード感を持って対応していく必要があります。

令取組の方向

司事務事業の見直しゃ効率化!こ不断に取り組み、行政コストの縮減を図るなど、経費の縮減・

財源確保に取り組みます。

・公共工事については、市内中小企業の受注機会の増大や、積算単価の実勢の反映など、適正

な執行に取り組みます。

• ・.......................................................
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司令指標

指標 直近のE勝決値

lJ:~". M~ø>i~一一一一
司令主な取組

目標値
(29年度来)

収支不足の

解消に向けた

経費の縮減等

V 行財政運営

所菅

財政局、

政策局、

総務局

総務局、財政局、政策局、

全区局

行政内部経費や補助金等をはじめ、徹底した事業見直しゃ、効率的・効果的な事業手法の選択、国庫補助事

業の積極的な活用、民営化・委託化の推進、受益者負担の適正化、外郭団体への財政支援の見直しなど、あら
ゆる角度から経費縮減・財源確保に取り組みます。

直近の I 26年度:事業見直し効果額 108億円、事業見直し件数 1，090件
現状値

政薫局、全区局

厳しい財政状況の中でも、着実に施策・事業を進める観点から、大規模な施設整備・基盤整備等において、民

間資金の活用など前例にとらわれない新たな事業手法の検討・導入を進めます。

直近の

現状値

市内中小企業の受注機会の増大に取り組むとともに、公共工事等の予定価格について、市場の実勢を適切に

反映するため、直近設計単価の採用を徹底します。また、社会保険加入の促進なども含め公共工事等の適正な
執行に取り組みます。

さらに、限られた財源の中で事業の必要性や緊急性を勘案し、選択と集中を行いつつ、コスト縮減を図るなど、
効率的な執行に努めます。

円ー 一，-一一一一一一一一一一一】 一一
直近の

現状値

現場主義の視点から各区局において現場のニーズをしっかりとらえるとともに、トップマネジメントの強化の視点か

ら市全体の総合調整機能をより重視した予算編成とするなど、厳しい財政状況の中でも収支不足額を解消し、計

画を推進する予算を編成します。

直近の j 
j予算編成開始時における 420億円の収支不足を解消し、 26年度予算を編成

現状値 i

16 (冊子 149)



V 行財政運営

;「財政由31財政基盤の強化 ~財源の安定的な確保~

:司令目標
••• ••••••••• 

-税務行政の一層適正な推進iこより、安定的な市税収入の確保が図られています。

・市民負担の公平性と財源確保の観点から、未収債権の収納率の一層の向上等により、未収撞

権額(滞納額)のさらなる縮減が図られています。

。現状と課題

-市税の賦課徴収の公平性や適正性は、市民から常に求め5れています。社会保障と税の一体.

改革など税を取り巻く環境!こは大きな変化が予定されており、これらに確実に対応していく : 

必要があります。 : 

・全庁的な未収債権額(滞納額)については、回収促進により縮減してきたところですが、依:

然として多額となっていることから、未収債権全体のさらなる回収促進とそのノウハウの定:

. 着化を進めていく必要があります。 : -....................................................... 
{億円}

喧白。

5∞ 

4∞ 

2∞ 

封印

100 

3 
21年産

滞納額全体の推移

21年度

企2.4出

224蓬 23年若E 24年s宝 民主産 (資料:財政局)

滞納額圧縮率(対前年度出}

22年度 24年度 25年度

"'3.4叩 企7.9出 企10.0%

(資料:財政局)

※一時的かっ特殊な原因により発生している「産廃最終処分場行政代執行費Jr東京電力賠償請求金」を除く滞納額です。

また、表示単位未満を四捨五入しているため、合計値等が一致しない場合があります。

t.....................................................・.
:φ取組の方向 ・
• 
- ・環境変化に即応し、市税の賦課から徴収まで一貫して公平かつ適正な事務を進めることがで : 

• 
• • • - きるよう区局一体となって取り組んでいきます0

• 
- ・未収債権を管理する部署において、債権の発生から回収まで、継続的に的確な債権管理を行 : 
• • うことができるよう仕組みづくり等を進めます。 • • • • • .......................................................・
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V 行財政運営

令指標

指標 車近の現状値
(29年産末)

所管

1 
滞納額※ 407{憲円

370億円未満 財政局
(一般会計・特別会計合計) (25年度)

国民健康保険料 78.6% (25年度) 84.0% 健康描祉局
晶晶晶晶晶晶晶晶晶晶晶晶一‘一回““‘+‘・a晶圃圃晶a晶晶晶晶晶晶晶晶晶』晶一‘一‘ー晶晶晶晶晶晶晶晶
市税 98.5% (25年度) 98.6% 財政局

収納率 “‘一“ー+ー ‘一一‘園田“ 晶晶晶晶晶晶一一一一一‘ー，一一一晶晶晶晶晶晶一一晶晶晶晶晶晶晶一一+ー

2 (現年度分と滞納 介護保険料 96.0% (25年度) 96.5% 健康福祉局

繰越分の合計値) 保育料 94.6% (25年度) 95.8% こども青少年局 j

市営住宅使用料 94.9% (25年度) 95.3% 建築局

※一時的かつ特殊な原因により発生しているものを除く滞納額

令主な取組

個人住民税の特別徴収※の完全実施やマイナンバー制度の導入に向けての確実な対応などにより、一層の公
平かつ適正な賦課徴収を行い、市税収入の安定的な確保を図ります。

※会社等が毎月の給与の支払いの際に差し引いて納める方法

直近の I 25年度:特別徴収の割合(約 74%)、納税義務者数(約 110万人)
現状値

市税や税外債権について、口座振替など便利で確実な納付手段の利用を促進するとともに、納付機会の拡大
(多様化)など納付しやすい環境の整備を進め、市民サービス向上と滞納発生の未然防止を図ります。

直近の I 25年度:ペイジー収納(市税)、コンビニエンス・ストア収納(国民健康保険料、市税、介護保険料)
現状値

主に初期未納者を対象とした電話納付案内センターによる納付案内の対象債権拡大などにより、滞納の早期
解決に向けた現年度対策の充実を図ります。

直近の I 25年度:電話納付案内センターによる納付案内(14債権、約 23万件)
現状値 1 現年度分への重点取組(市税:納付書付き督促状の発行等)

財政局、健康福祉局等

未収債権回収を効果的に行えるよう体制整備を進めるとともに、関係部署の連携や専門人材の活用などにより
債権回収ノウハウの定着化を図ります。

直近の I 25年度:区税務課及び、保険年金課運営責任職の相E兼務による連携、
現状値 j 私債権等の弁護士への徴収委任
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V 行財政運営

.W'脚棚蝋ゆW ん働側醐附欄欄肘'"品市警

公有財産の戦略的な有効活用運営4• • • • :φ目標

: ・本市で保有する全ての土地・建物について経営的視点に立って、資産の価値を最大限に引き

: 出甘る活用策を決定するととちに、施設の多目的利用や複合化等の将来を見据えた取組が進

: んでいます。一方、本市による利用の見込みのない土地等は売却・貸付等を積極的に進める

・ことで財源確保に寄与しています。

: ・市民利用施設については、効率的な運営と受益者負担の適正化が進むととちに、時代に即し

: た公有財産の管理の適正化が進んでいます。

• • 

• 

.....令現状と課題

聞普通財産・基金・行政財産の土地・建物の「資産たな卸しjを段階的に実施し、未利用地等

の売却を進めていますが、道路などの活用可能資産について引き続き現状把握が必要です。

刻 f資産たな卸しJにより抽出された活用可能資産のうち、公共公益的機能の導入を図るべき

土地等と、財源確保のため、売却・貸付を進めるべき土地等を明確化し、民間ノウハウの活

用などによる売却等の取組を加速させる必要があります。

m公共建築物の保全・建て替えにかかる今後の財政負担が課題となる中で、必要なサービスを

持続的に提供していく必要があります。

圃 f市民利用施設等の利用者負担の考え方J(平成24年4月公表)などに基づき、負担割合の

適正化に向けてさらなる運曽改善の取組等が必要です。

••••••••• 

• .......................................................・• 

市域面積43，521加の 23.3%です。
※本市における公共施設の状況1;;1;， 110ページ:施策 31に記載

t...................................................... 
:令取組の方向

• r資産たな却しjを継続し、個々の資産の特性に応じて、経曽的視点に基づいた具体的な活

用策を決定します。

・大規模未利用土地については、引き続き、民間事業者のノウハウを活用しながら地域課題の

解決等につながるよう資産活用を歯りますa また、財灘確保を図るべき土地については、売

却などを推進します。

・厳しい財政見通しの中、市民ニーズに対応していくために、施設の多目的利用や複合化等の

・将来を見据えた取組を進めます。

: .市民利用施設について、効率的な運営のための取組や硬用料等の故定の検討を進めます。

: ・公有財産の管理の適正化に向けて、時代に即した全庁的な改善等を進めます。

-.......................................................・
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司令指標

1 

z 

指標

経富的視点に基づいた資産の

有効活用

民間ノウハウ等を活用した

資産活用の推進

Cf事業提案型公募による売却等の資産
活用」、「区局連携によ否売却」の件数)

直近の現状値

(25年度)

36件
(22'"'-'25年度)

3 I 施設の多間一銚… I~公明…卜の
来を見据えた取組の推進 考え方Jの公表 (26年度)

V 行財政運営

目標値
所管

(手9年度末〉…」一一一一-_.
体的活用策

の決定

60件以上

(26'"'-'29年度)

モデル事業の
実施等、推進

財政局

財政局

財政局等

財政局

大規模未利用土地や建物については、事業提案型公募手法(課題解決型公募、二段階一般競争入札等)に

より、民間事業者のノウハウを活用しながらまちづくりや地域課題の解決につながる資産活用を進めます。

財源確保を図るべき土地についても、不動産業者の媒介など、民間ノウハウの活用や資産活用メリットシステム
により区局が連携しながら売却を進めます。

土停ITI

22-25年度:事業提案型公募による売却等の資産活用 7件、区局連携による売却 29件

「公共建築物マネジメントの考え方」に基づき、今後の市民ニーズに対応するための施設の多目的利用や複合

化などの考え方について、市民との共有を図るとともに、モデル事業の実施を通じた仕組みづくりなど、再編整備等

の取組の着実な推進を図ります。

26年6月:f公共建築物マネジメントの考え方jの公表

市民利用施設を効率的に運営するために、「持続的な運営改善(PDCA)JIこ取り組みます。また、「市民利用

施設等の利用者負担の考え方J(24年4月)などに基づき、コスト縮減の成果や利用者数の推移など、施設の運営
状況を点検・検証しながら、使用料等の改定の検討を進めます。

直近の 1 I 25年度:市民利用施設の負担割合等公表(主な 60種別〕現状値 i

25年度末:財産管理の自主点検、区局相互点検の実施
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V 行財政運営

:令取組の方向
• • • • • • • • • • • • • • • • • • • • 

、税収・扶助費等歳入・

把握しながら、中・長期的な財政見通じを作成じます。
附いい

川川泳山p

• 

• •••••••••••••••••••••• .............................・
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令指標

直近の現状僅

実施

令主な取組

目標値
(29年度末)

提供'情報の充実

V 行財政運営

所管

財政局

財政局

市民向けの財政広報冊子「ハマの台所事'1育jなどの公表資料をよりビジュアルlこ分かりやすくします。財政情報に
気軽に触れられるよう、携帯電話からワンクリックで財政情報にアクセスで、きるQRコードを様々な媒体lこ掲載するな

ど、 ICTを活用するとともに、財政情報について、より深く興味を持ってもらえるよう、大学への出前講座等を行います。

また、全庁的なオープンデータ推進の基盤となる本市Webサイトの再構築lこあわせ、財政情報のオープンデータ

化を進めます。

さらに、市場での適正な評価や、安定的かつ多様な投資家層の構築のため、映像などを取り入れた分かりゃすい

IR活動の充実を図ります。
TI!i::F;示一寸一一一一一一一一

26年4月:26年度「ハマの台所事'1育Jの発行

毎年度の予算編成開始時や予算案公表時、中期的な計画の策定時等において、税収等の歳入や扶助費等の

歳出の見込みなど、中期的な財政見通しを公表します。

また、本市における将来的な人口推計を見直す際など、財政構造等の影響が考えられる節目では、市税収入

などの長期的な試算・トレンドを公表します。

;;!;-~F:'エ「寸一
中期的な財政見通し及び長期的な財政見通しの公表

資料として財務書類を作成するほか、
討が進められていることから、導入に向けた準備とし

の動向等を踏まえ、襲撃機騒機構選議より効率的

25年度:r横浜市の財政状況2(機議機欝総裁選織機財務書類)Jの作成

，ーーーー圃園田園圃 圃 ー ー ー ー 田 園 園 園 圃 ー ー ー ー ー ー圃圃園田ーーーーー園田園田園園・・ーーーーー園田園園園

'" r横浜市将来にわたる責任ある財政運曽の推進に関する条例」とは~

26年6月に「横浜市将来にわたる責任ある財政運営の推進に関する条例Jが制定されました。

本条例は、市長と議会の両者が、基本原則や責務を共有しながら、将来にわたる責任ある財政

運営の推進に資することを目的としています。

具体的には、市長が財政目標を設定し、その達成に向けた取組を明らかにするとともに、その

進捗状況を議会へ報告することによって、必要な施策の推進と財政の健全性の維持との両立に向

けて、取り組んでいきます。

今回策定した中期計画では、本条例の趣旨を踏まえ、財政運営分野において、 5つの目標とそ

の達成に向けた取組をお示しするとともに、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律jに基づ

く健全化判断比率の推計ち掲載しました。こうした取組を通し、将来を生きる市民のためにち持

続可能な財政運嘗を実現させ、将来世代が存分に活躍できる社会を築いていきます。

、圃圃圃圃園ーーーーーー圃園圃ーーーーーーー圃園田園園 園 田 園 圃 圃 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 圃 圃 園 田 園 ー ー 田 園 園 田 園 園 園 田 園 園 圃圃，

22 (冊子 155)



計画期間中の取組事業費と財政見通しについて

「新たな中期計画の基本的方向jに沿って編成した計画の初年度となる平成 26年度予算で

は、「施策の推進jと「財政の健全性の維持jをしっかりと両立することとしました。ごの考え方

により、本計画の取組事業費を含め、計画期間中の財政見通しを試算しました。

1 計画期間中の取組事業置について

計画期間中の主な取組(事業)の計画上の見込額の全 36施策の総額は下表のとおりです。

なお、計画上の見込額は現時点での試算であり、各年度の財政状況等を踏まえ、毎年度の予算

編成において事業費を決定していきます。

一般会計 ! 特別会計・企業会計

取組事業の概算見込額※

※施策聞の重複を除いた事業費

約 1兆 1，700億円

2 計画期間中の財政見通し(一般会計)

・歳入見込みの考え方

ア市税

約 1，800億円

26年度収入見込額をちとに、過去の実績や今後の経済動向などを踏まえることとし、国の

経済成長を勘案して試算しました。各税目で考慮した主な要因は次のとおりです。
※27年度以降については、年間補正財源lま留保していません。

-個人市民税

法人市民税

固定資産税

イ地方交付税

雇用環境・雇用者報酬の改善傾向等

企業収益の回復傾向、 26年度税制改正による税率の引下げ

27年度における評価替え

26年度見込額から過年度精算分を控除した額をちとに、市税収入等を踏まえて試算しました。

ワ その他(県税交付金等)

地方消費税交付金は、 8%への引上げ分のみ見込み、 10%への引上げは見込んでいません。

工市債

施策の推進と財政の健全性の維持を両立するため、債務返済指数などをちとに、中期的な

視点から4か年の市債発行額を 6，000億円の範囲で活用することとして試算しました。
※各年度の具体的な市債発行額は、市税をはじめとした歳入の状況や金利の見込み、施策推進の必要性、横浜方式の

プライマリーバランスの状況などを総合的に勘案し、毎年度の予算編成の中で決定します。

オ特定財源

扶助費などの増加に連動した国費の増などを反映しました。

-歳出見込みの考え方

ア人件費

26年度当初予算をペースに、定年退職予定者数等を積み上げて試算しました。
※27年度以降の給与等の改定分lま見込んでいません。

イ公債費

過年度の市債発行実績や試算に用いた発行額、今後の経済動向を見込んだ金利に基づき試

算しました。

ウ扶助費・義務的な繰出金

26年度当初予算をペースに、これまでの実績や取組、物価上昇等を踏まえて試算しました。

工施設等整備費

15か月予算として編成した 26年度予算と同額で試算しました。
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オ行政運宮費・任意的な繰出金

26年度当初予算と同額で試算しました。

※本試算!ま、「中長期の経済財政に関する試算J(内閣府、 26年 1月)における、より緩やかな成長経路となる場合の経済成

長(r参考ケースJ:今後 10年の平均成長率が実質 1%程度、名目 2%程度)を見込んで試算しています。

※「社会保障と税の一体改革J(子ども・子育て支援新制度等)については、 27年度以降の「社会保障の充実，安定化」の内

容や地方交付税への影響が不透明であるため、 27年度以降の内容は歳出には反映せず、歳入においては、地方消費税

交付金の増収分は広義の地方交付税を減額する整理としています。

※29年度を目処として実施される県費負担教職員の給与費等の負担・県からの税源移譲等は反映していません。

圃計画期間中の財政見通し(一般会計)

菅圃ーーゐ， ‘置也品a司包曹 司・"

26年度 27年度 28年度 29年度 26~29年度 | 
当初予算 推計 推計 推計 4か年累計

歳入 14.180 14.470 14.660 14.700 58.010 

一般財源 8.410 8，370 8，420 8，480 33，680 

市税※ 7.180 7，140 7，200 7，290 28.810 
1・・・・1・・・・・・・・・ー・4・・・・・・・・・・・4・.....・・ ・・ ・・1・・・・ ・・J・・J・・・・・J・・・・・.‘・・・.....・・................... .. 冒..........................町四回岨岨園田町...・....岨M ・.."...・.."..........冒・........................"...・・・".".. 司咽・・・・..."..咽咽

ううちち個人市民税 2.900 2，960 3，000 3，050 1 1 .91 0 

法人市民税 660 610 600 630 2，500 

Eうち固定資産税 2，630 2，590 2，610 2，630 10.460 

地方交付税 230 130 130 90 580 

その他(県税交付金等) 1，000 1，100 1，090 1，100 4.290 

6，000億円程度

市債 <1.480> <6.000> (1，560) (1，560) (1，400) 
1.400 5.920 

特定財源 4，370 4，540 4，680 4，820 18.410 

歳出 14.180 14.580 14.880 15.130 58.7701 

人件費 2.040 2，050 2，040 2，030 8.1601 

公債費 1.880 1，840 1，890 1，900 7.5101 

扶朗費 4，160 4，340 4，530 4，700 17.7301 

義務的な繰出金 1.520 1，600 1，670 1，750 6，5401 

施設等整備費
<2.000> <8，000> 

1.830 2，000 2，000 2，000 7，830 

行政運曽費・任意的な繰出金 2.750 2，750 2，750 2，750 11，000 

差弓I:歳入ー歳出 。 ... 110 ... 220 "'430 ... 760 
※26年度当初予算の市税収入においては、 10億円を年度途中の補正予算のための財源とレて留保
※市債・施設等整備費の< >は、 25年度経済対策補正を含めだ額

・計画期間中の収支不足への対応

ア徹底した事業見直し等

-事業見直し

・民営化や委託化の推進

.受益者負担の適正化

.外郭団体への財政支援の見直し

イ新たな整備手法の検討

-大規模な施設整備や基盤整備等における民間資金の活用等

ワ施策の「選択と集中』や事業の平準化

上記取組を推進するほか、毎年度の予算編成における議論等を通じて、収支不足額を確実に

解消していきます。
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参考:財政見通し (26"'35年度){一般会計)

中期的な財政見通しで試算した 29年度の試算値を起点に、 35年度までの見通しを試算しま

した。

30年度以降の見通しは、「中長期の経済財政に関する試算J(内閣府、 26年 1月)における、

より緩やかな成長経路となる場合の経済成長(今後 10年の平均成長率が実質 1%程度、名目 2%

程度)を踏まえた市税収入の傾向や、本市の人口構造の変化に伴う扶助費や義務的な繰出金(医

療・介護)の傾向などを中心に試算したちのです。

市税収入:29年度の市税全体の収入見込額をちとに、今後の経済動向などを踏まえて試

算しました。

市債収入:29年度同額 (1，400億円)で試算しました。

扶助費・義務的な繰出金:中期的な財政見通しで試算した 29年度の試算値を起点に、こ

れまでの実績や取組、横浜市将来人口推計、物価上昇等を踏

まえて試算しました。

( 1 ) 市税収入の見通し

億円
9，000 

8，000 

7，000 

6，000 
26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 年度

(資料:財政局)

(2 ) 歳入歳出総額の見通し

億円
17，000 

15，000 

13，000 
26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 年度

......_....一一………一

(資料:財政局)

(参考) 各種財政指標の見込み

I頁 目 26年度 29年度 30"'35年度

一般会計が対応 29年度末 :3兆 2千億円以下 35年度末 :3兆円程度
する借入金残高

債務返済指数 概ね 10年台で推移 概ね 10年台で推移

実質公債費比率 概ね 15"'17%程度で推移
組財d.15"-'20%程度

で推移

横浜方式の 0 億円 !企Z鋭意円|企智円|蹴均衡 50億円程度で推移
プライマリーバランス

25 (冊子 160)



[参考資料] 2 素案からの主な変更項目

2 素案かちの主な変更項目

素案の公表後、本市を取り巻く状況の変化や庁内検討が進展した内容を反映し、変更した内

容は以下のとおりです。(変更にあたっては、パブリックコメン卜でいただいた意見を参考にし

ています。)

i頁き 変更箇所 I三子:ぷ変更前{素案) 変更後(原案)
いト〈

【指標4】

適正な事務処理に向けた研修・自己点検

①コシフライアシスに閲する研修

[指標2】 ②経理事務の自己点検

適正な事務処理に向けた研修・自 直近の現状値:
行政運曽 1r徹底した

己点検 ①実施 (25年度)
129 事務事業の見直し」の

直近の現状値:実施 (25年度) ②実施 (25年度)
指標4

目標値:推進 目標値:

所官局:総務局、財政局 ①充実(嘱託職員等を含めた全職員に実施)

②充実(リスク等に応じた点検の実施と

結果の共有)

所官:①総務局②財政局

財政運営 1r計画的な

. '"処理期間の短縮 (4年程度)
. '"処理期間の短縮 (5年程度)に向

市債活用」と「一般会

計が対応する借入金残 に向けて、一般会計で計画的に負
けて、一般会計で計画的に負担します。146 

局の縮減Jの主な取組 担します。(計画的処理期間:
(計画的処理期間:15"'39年度)

2の本文((一財)横 15"'40年度)

浜市道路建設事業団)

財務諸表については、現在、固に
財務書類については、固において、統

一化された基準に基づく、新たな地方

財政運営 5r分かりゃ
おいて、複数ある会計モデルを統

公会計制度(以下「新地方公会計制度j
一化する方向がある中で、国の方

という。)の導入検討が進め5れてい154 すい財政情報の提供J
向性や他都市の動向を踏まえ、よ

ることか5、固定資産台帳の整備等、の取組の方向の2番目
り効率的で効果的な手法を検討

導入に向けた準備・検討を進めていき
します。

ます。
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[参考資料) 2 素案からの主な変更項目

頁 変更箇所 変更前(素案) 変更後(車案)

【取組名】
【取組名】

「民間企業型財務情報の充実J
「新地方公会計制度への対応』

[所官局】
【所管】

財政局
財政局、会計室、全区局

{本文】
【本文】

民間企業同様の公表資料として
民間企業同様の公表資料として財務書

財務書類を作成するほか、現在複
類を作成するほか、固において、統一財政運宮 5 r分かりゃ

数ある会計モデルについての国
化された基準に基づく、新地方公会計すい財政情報の提供j

の統一化の方向性などを踏まえ
制度の導入検討が進められていること155 の主な取組3の取組名

た対応を進めます。
から、導入に向けた準備として、固定及び所管、本文、直近

統一化に向けた準備として、引き
資産台帳の整備等を進めていくととちの現状値

続き土地、建物などの資産額を把
に、国や他都市の動向等を踏まえ、課

握していくとともに、他都市の動
題を整理しなが5、より効率的で効果

向等を踏まえ、より効率的で効果
的な手法により、導入していくことを

的な手法を検討します。
検討します。

【直近の現状値】
【直近の現状値】

25年度: r横浜市の財政状況2
25年度: r横浜市の財政状況2 (企業

(新公会計に基づく財務書類)J 
会計的手法による財務書類)Jの作成

の作成

【文章の追加】

計画期間中の取組事業 財政見通しは、税制改正や「社会保障

責と財政見通しについ と税の一体改革」など国制度の影響、

159 て 社会経済の情勢、給与等の改定、事業

計画期間中の財政見通 の進捗状況などにより、今後変動して

し(一般会計) いきますが、各年度の予算編成金体の

申で対応していきます。

※上記の変更のほか、パブリックコメントでいただいた「分かりゃすい表現にしていただきたい」等の意

見などを踏まえ、より分かりやすい表現に変更するととちに、補足説明が必要な語句には注釈を追記し

ました。また、事業量や指標の数値などについて最新のちのに変更しています。
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